


































































































































※北海道 6233円 2500円強 3533円
　青　森 4100円台 2200円台 3076円
※岩　手 － － 2949円
　山　形 3038円 1967円 2481円
　栃　木 2950円 1940円 2442円
　群　馬 3200円台 1900円台 2700円台
　埼　玉 3345円 1753円 －
※東　京 3900円 2600円 3100円
　神奈川 3097円 2257円 －
　山　梨 2839円 1562円 2325円
　新　潟 約4000円 約2000円 約2800円
　岐　阜 3165円 1738円 2432円
　滋　賀 約3300円 約2000円 2500円から3000円
　京　都 3000円程度 2000円程度 2600円程度
　大　阪 3600円台 2600円台 3036円
※鳥　取 3300円程度 2500円程度 2900円程度
※島　根 3千数百円 2800円程度 3000円を少し上回る
　岡　山 約3500円 約1500円 約2800円
※徳　島 約5000円 約1800円 約3300円
　香　川 3500円 2300円 3100円
※高　知 5800円台 － 3900円
　福　岡 － － 3300円程度
　佐　賀 － － 3080円程度
※熊　本 4753円 2035円 －
　大　分 格差が1860円 3176円





















































































































































































































































































































































































































千葉市 年17万40円 未定。現行給付の存廃を検討中 現場の自治体を無視した判断
横浜市 年14万円 未定だが、現行給付との関係整理が必要
いい加減にして欲しい、というの
が本音
川崎市 年12万円 未定。現行給付を継続の方向で、すり合わせが必要
コンピューターのシステム変更費
用を国で手当して欲しい
名古屋市 年８万6400円
現行給付について、存廃を慎重に検
討している。二つの制度を整理する
のは難しい
急な進路変更は簡単ではない。制
度への不信感が出るのが心配だ
京都市 年７万円
市としては現行給付を廃止するつも
りはない。慰労金については今後検
討する
唐突ではあるが、大きな影響はな
い
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大阪市 なし 未定だが、基盤整備優先という従来の方針との整合性が問題
軌道修正するなら市町村の意見を
聞いて欲しかった
神戸市 年12万円 現行給付を継続の予定で、それ以上は考えられない
負担と給付を明確にするという制
度の原則が崩れかけている
広島市 年15万円
現行給付も含めて、慎重に検討する 要介護認定の結果が出始めている
時期だけに、市民への説明など対
応が難しい
北九州市 年12万6600円
現行給付は見直しの方向だったので
極めてやりにくい
二階に上がって、はしごをはずさ
れた気分。自治体の工夫はどうな
るのか
福岡市 なし 未定だが、マイナス面が大きく、飛びつくわけにはいかない
時期が遅すぎる。市民に説明でき
ない
資料出所：『読売新聞』、1999年11月７日朝刊、２面。
45）40～64歳の保険料軽減期間は２年間であるため、2002年３月にはこの軽減は終了することになる。
46）65歳以上の保険料は本来の保険料の半額に軽減され、2001年９月にはこの軽減期間が終了する。
47）1999年11月５日の特別対策発表直後、東京23区を含む全国3,252市町村を対象に調査し、1,651の自治体か
ら回答を得ている。回答率は50％。『日本経済新聞』、1999年11月20日朝刊、３面を参照されたい。
48）日本経済新聞社の調査結果は、次のようになっている。
資料出所：同上。
49）朝日新聞社では1999年10月末から11月中旬にかけて、全国3,252市町村（東京23区を含む）の市町村長と
介護保険担当者にアンケート用紙を送り、2,303市町村から回答を得ている。回答率は71％。政令指定都
市と東京23区の回答率は100％、人口30万人以上の市は98％、人口30万未満の市は88％、町村は66％と
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なっている。なお、「第１回介護保険アンケート」は1999年２月から３月にかけて実施され、３月28日朝
刊に掲載されている。
50）家族介護に対する保険給付についての調査結果は次のようである。
家族ヘルパーに対する保険給付（数字は％）
資料出所：『朝日新聞』、1999年11月24日朝刊、１面。
51）現在行っている介護手当等の制度についての調査結果は、以下のようになっている。
「介護手当」といった制度はあるか、来年度以降も存続させるか（数字は％）
資料出所：同上、11面。
52）毎日新聞社では、1999年12月３日から５日にかけて、全国の有権者2,700人を対象に、面接方式による全
国世論調査を実施している。回収率は65％。
53）毎日新聞社の全国世論調査結果の詳細については、『毎日新聞』、1999年12月12日朝刊、１～２面を参照さ
れたい。
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（補注１）
平成10年12月９日答申書と答申案の比較
答　　　申　　　書 答申原案（変更となった部分）
　平成10年11月26日厚生省発老第108号をもって諮問のあった介護保険
施行令及び介護保険の国庫負担の算定等に関する政令（仮称）の制定
については、概ねこれを了承する。
　なお、主な個別の事項に関する本部会の考え方、及び審議過程で出
された主な意見は次の通りである。
１　特定疾病について
　特定疾病については、医学の進歩等を踏まえ必要に応じ見直しを行
うべきである。なお、第２号被保険者に対する介護保険の給付につい
ては、今後、特定疾病に起因する要介護状態等に限定しないことを検
討すべきであるとの意見があった。
２　介護認定審査会について
　介護認定審査会の合議体委員については、介護に理解のある保健・
医療・福祉の学識経験者が任命されるよう留意すべきである。
３　第１号保険料の算定に関する基準などについて
(1) 市町村民税の課税状況等を勘案して所得段階別の保険料を設定す
ることは課税状況に代わる適切な方法がないことや市町村における
事務的負担等を考慮すればやむを得ないものと考えられるが、被保
険者の負担能力をさらに公平に測るための方法について検討を進め
ることが必要である。
　　なお、これに関連して、被保険者の負担能力について資産を評価
すべきとの意見、資産を活用して納付する仕組を検討すべきとの意
見があった。
(2) 第２段階の区分として市町村民税世帯非課税の類型を設けること
は、低所得者の負担能力に配慮する必要があること、当面他に適切
な指標がないこと等を考慮すればやむを得ないものと考えられる
が、制度実施後の世帯分離の状況や住民基本台帳の運用状況をみな
がら、今後引き続き検討を進めるべきである。
　　なお、生活保護被保険者等を第１段階の区分に位置付けることに
ついて、生活保護被保護世帯とフローの所得がこれより厳しい世帯
の生活実態に鑑みれば、適切ではないのではないかとの意見があっ
た。（アンダーライン１）
(3) 低所得者等の負担能力に配慮して、市町村が必要と考える場合に
保険料の設定方法を弾力化できる取扱いとすることは適切であると
考えられるが、その運用に当たっては、できる限り老人保健福祉圏
域など近隣の市町村で取扱いが異なることのないよう配慮すべきで
ある。
(4) 保険料基準額の算定に際して予定収納率で割り戻す取扱いは、保
険料の未納分を他の被保険者に転嫁する不公平な取扱いではないか
との意見があったが、収納の不足を補償する財政安定化基金の財源
が、国と都道府県、市町村の第１号保険料により運営されるため他
の市町村にも影響する結果となること等を考慮すればやむを得ない
ものと考えられる。ただし、予定収納率の設定等に当たっては、安
易な滞納を助長することのないよう運用に留意すべきである。
　なお、生活保護被保護者等を第
１段階の区分に位置付けることに
ついて、生活保護被保護世帯とそ
れ以外の世帯の生活実態に鑑みれ
ば、適切ではないのではないかと
の意見があった。
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（つづき）
答　　　申　　　書 答申原案（変更となった部分）
(5) 保険料滞納者に対する保険給付の減額措置については、安易な滞
納を防止する観点から20年間にわたり徴収権消滅期間を管理すべき
との意見があった。当該期間を管理する事務的な負担を考慮すれ
ば、10年間の管理とする方式はやむを得ないものと考えられるが、
今後、その運用状況をみながら、期間の延長について検討すべきで
ある。なお、第２号被保険者の保険料滞納についても、第１号被保
険者となった後に保険給付の減額措置を講じることを検討すべきで
ある。
（アンダーライン２）
(6) 各市町村に交付される調整交付金は、国の負担25％のうち５％を
調整財源として交付される制度であるが、その財源を25％の外枠と
して必要額を確保すべきとの意見があった。
(7) 施設の偏在により保険料が著しく高額となる場合があるため、在
宅サービスとの均衡、施設整備のあり方等を含めて必要な対応を検
討すべきである。
４　第１号保険料の特別徴収について
(1) 第１号保険料の特別徴収を行わない年金額を18万円未満の額と設
定することについては、徴収事務の効率化を図る観点からさらにこ
の額を下げるべきであるという意見と、老後の所得保障としての年
金の趣旨等に鑑み慎重な対応を求める意見とがあり、当面18万円未
満の額とすることはやむを得ないものと考えられる。この額の設定
については、制度実施後の保険料の徴収状況や高齢者の生活実態等
を踏まえ、今後更に検討を加える必要がある。
　　なお、18万円未満の年金を受けている者であっても、本人の承諾
があれば特別徴収の対象とできる制度を検討すべきとの意見、特別
徴収の対象となる年金の種類の範囲について公平性を確保する観点
から全ての年金を対象とすることを検討するよう求める意見があっ
た。（アンダーライン３）
(2) これに関連して、生活保護の被保護者からの第1号保険料の徴収に
ついても、徴収事務の効率化を図る観点から、保護の実施機関から
実質的に直接市町村に交付されるよう運用上、必要な措置を講ずる
必要がある。
５　介護保険審査会について
　介護保険審査会の公益代表委員については、公正な審査が行われる
よう適正な委員構成に留意すべきである。
６　財政安定化基金について
　都道府県に設置される財政安定化基金から資金を交付・貸付する場
合に勘案する最低責任保険料徴収率の設定については、保険者の実情
に即した無理のない基準を設定するよう配慮することが必要である。
なお、財政安定化基金の財源については、貸付分が第1号保険料に上乗
せされることに鑑み、国及び都道府県の負担とすべきであるとの意見
があった。（アンダーライン4）
(5) ………安易な滞納を防止する
観点から20年間にわたり徴収権
消滅期間を管理すべきとの意見
があったが、当該期間を管理す
る事務的な負担を考慮すれば、
10年間の管理とする方式はやむ
を得ないと考えられる。なお、
第2号被保険者の保険料滞納につ
いても、第1号被保険者となった
後に保険給付の減額措置を講じ
ることを検討するべきではない
かとの意見があった。
　　なお、18万円未満の年金を受
けている者であっても、本人の
承諾があれば特別徴収の対象と
できる制度を検討すべきとの意
見、特別徴収の対象となった年
金の種類の範囲について、全て
の年金を対象とすることを検討
するよう求める意見があった。
　　なお、財政安定化基金の財源
については、国及び都道府県の
負担とするべきであるとの意見
があった。
資料出所：『病院経営新事情』、産労総合研究所、1999年１月５日、20日合併号、65、67頁。
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（補注２）
厚生省発老第77号
平成11年８月23日
医療保険福祉審議会
　老人保健福祉部会長　井形　昭弘　殿
医療保険福祉審議会
　介護給付費部会長　星野　進保　殿
厚生大臣　宮　下　創　平
諮　　問　　書
　指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成11年厚生省令第37号）の一部を別添要
網のとおり改正することについて、介護保険法（平成9年法律第123号）第8条、第74条第3項並びに介護保険法
施行法（平成９年法律第124号）第14条及び第15条の規定に基づき、貴会の意見を求めます。
（別添）
　指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準の一部を改正する省令
案要網
１．同居家族に対する訪問介護に係る部分の改正案
　訪問介護に係る基準該当居宅サービスに関する基準のうち同居家族に対するサービス提供の禁止規定につい
て、以下のとおり改正すること。
(1) 基準該当居宅サービスに該当する訪問介護の事業を行う者は、訪問介護員等に、その同居の家族である利
用者に対する訪問介護の提供をさせてはならない。ただし、同居の家族である利用者に対する訪問介護が次
のいずれにも該当する場合には、この限りでない。
一　当該訪問介護の提供を受ける者が、離島、山間のへき地その他の地域であって、指定訪問介護のみによっ
ては必要な訪問介護の見込量を確保することが困難であると市町村が認める地域に住所を有する場合
二　当該訪問介護が、居宅介護支援事業者の作成する介護サービス計画に基づいて提供される場合
三　当該訪問介護が、当該基準該当訪問介護事業所のサービス提供責任者の行う具体的な指示に基づいて提供
される場合
四　当該訪問介護が、入浴、排せつ、食事等の介護をその主たる内容とする場合
五　当該訪問介護を担当する訪問介護員等がその同居の家族である利用者に対する訪問介護に従事する時間の
合計が、当該訪問介護員等が訪問介護に従事する時間の合計のおおむね2分の1に相当する時間を超えない場
合
(2) 基準該当訪問介護事業者は、(1)のただし書の規定に基づき、訪問介護員等にその同居家族である利用者
に対する基準該当訪問介護の提供をさせる場合において、利用者の意向や訪問介護計画の実施状況等からみ
て、当該基準該当訪問介護が適切に提供されていないと認めるときは、当該訪問介護委員等に対し適切な指
導を行う等の必要な措置を講じなければならない。
２．基準該当短期入所生活介護に係る部分の改正案
　短期入所生活介護について、以下のとおり「基準該当居宅サービスに関する基準」を追加すること。
(1) 従業者の員数
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①　医師　１人以上（嘱託可）
②　生活相談員　１人以上
③　介護職員又は看護職員　利用者の数が3又はその端数を増すごとに1以上
④　栄養士
　１人以上。ただし、他の社会福祉施設等との連携を図ることができる場合は、配置しなくても可
⑤　機能訓練指導員
　日常生活上機能訓練を行う能力を有する者を１人以上（兼務可）
⑥　調理員、その他の従事者
　当該基準該当短期入所事業所の実情に応じた適当数
(2) 利用定員等
　20人未満とし、専用の居室を設けること
(2) 設備又は備品等
①　指定通所介護事業所又は社会福祉施設（以下「指定通所介護事業所等」という。）に併設しているもので
あること
②　居室、食堂、機能訓練室、浴室、便所、洗面所、静養室、面接室、介護職員室その他必要な設備を設ける
こと。ただし、併設の指定通所介護事業所等の施設を利用することにより効率的運営が可能であり、当該基
準該当短期入所生活介護の利用者及び当該指定通所介護等の利用者の処遇に支障がない場合には、居室を除
き兼用可
③　居室
　イ　居室床面積　利用者1人当たり10.65㎡以上
　ロ　居室定員　４人以下
　※　法施行の際現に老人福祉法の規定に基づく事業を行っている事業所については、これらの基準を適用し
ない。
　※　法施行の際現に老人福祉法の規定に基づく事業に相当する事業を行っている事業所であって、基準該当
短期入所生活介護の提供に支障がないと市町村が認めるものについては、これらの基準を適用しない。
　ハ　日照、採光、換気等利用者の保健衛生、防災等に十分配慮すること
④食堂及び機能訓練室
　イ　食堂と機能訓練室を合計した面積が利用者1人当たり３㎡以上であること
　※　法施行の際現に老人福祉法の規定に基づく事業を行っている事業所については、これらの基準を適用し
ない。
　※　法施行の際現に老人福祉法の規定に基づく事業に相当する事業を行っている事業所であって、基準該当
短期入所生活介護の提供に支障がないと市町村が認める者については、これらの基準を適用しない
　ロ　食堂と機能訓練室は兼用可能
　ただし、サービスを提供する際には所定の面積を占有可能であること
⑤　浴室
　　身体の不自由な方に適したもの
⑥　便所
　　身体の不自由な方に適したもの
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⑦洗面所
　　身体の不自由な方に適したもの
⑧その他
　イ　車いすでの通行が可能な廊下幅であること
　ロ　建築基準法及び消防法を遵守していること
(4) 併設の指定通所介護事業所等との連携
　基準該当短期入所生活介護は、常に併設の指定通所介護事業所等とのサービス提供に際しての連携体制を確
保しておかなければならない。
(5) その他
　上記以外の事項については、指定短所入所生活介護の基準を準用する。
同居家族に対する訪問看護に係る基準（案）
指定訪問介護の運営基準 基準該当訪問介護の基準（案）
〇同居家族に対するサービス提供の禁止
　指定訪問介護事業者は、訪問介護員等に、その同
居の家族である利用者に対する指定訪問介護の提供
をさせてはならない。
〇同居家族に対するサービス提供
①　基準該当居宅サービスに該当する訪問介護の事
業を行う者は、訪問介護員等に、その同居の家族で
ある利用者に対する訪問介護の提供をさせてはなら
ない。ただし、同居の家族である利用者に対する訪
問介護が次のいずれにも該当する場合には、この限
りでない。
　一　当該訪問介護の提供を受ける者が、離島、山
間のへき地その他の地域であって、指定訪問介
護のみによっては必要な訪問介護の見込量を確
保することが困難であると市町村が認める地域
に住所を有する場合。
　二　当該訪問介護が、居宅介護支援事業者の作成
する介護サービス計画に基づいて提供される場
合。
　三　当該訪問介護が、当該基準該当訪問介護事業
所のサービス提供責任者の行う具体的な指示に
基づいて提供される場合。
　四　当該訪問介護が、入浴、排せつ、食事等の介
護をその主たる内容とする場合。
　五　当該訪問介護を担当する訪問介護員等がその
同居の家族である利用者に対する訪問介護に従
事する時間の合計が、当該訪問介護員等が訪問
介護に従事する時間の合計のおおむね２分の１
に相当する時間を超えない場合。
②　基準該当訪問介護事業者は、①のただし書の規
定に基づき、訪問介護員等にその同居の家族である
利用者に対する基準該当訪問介護の提供をせる場合
において、利用者の意向や訪問介護計画の実施状況
等からみて、当該基準該当訪問介護が適切に提供さ
れていないと認めるときは、当該訪問介護員等に対
し適切な指導を行う等必用な措置を講じなければな
らない。
注　指定訪問介護事業者であっても、サービスを十分に確保することができない地域において、訪問介護員
等に、その同居家族たる利用者に訪問介護を提供させる場合は、その限りにおいて規準該当訪問介護を
行うこととなり、基準該当訪問介護の基準の適用を受けることとなる。
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（補注３）
平成11年9月20日
厚生大臣　宮下　創平　殿
医療保健福祉審議会
　老人保健福祉部会長　井形　昭弘
医療保健福祉審議会
　介護給付費部会長　　星野　進保
答　申　書
　平成11年8月23日厚生省発老第77号をもって諮問のあった、指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運
営に関する基準（平成11年厚生省令第37号）の一部改正については、基本的にはやむを得ないものと考える。
　また、同居家族に対する訪問介護の取扱いについては、介護保険法施行後一定期間を経過した段階で、基準
該当サービスとしての実施状況等を踏まえ、実施地域のあり方や勤務時間に関する要件等を含め、検討を加え
るべきである。
　なお、主な個別の事項に関する両部会の考え方、及び審議過程で出された主な意見等は次の通りであるので、
その内容に応じ、適切な対応を図られたい。
１　同居家族に対する訪問介護に係る部分の改正案について
(1) 同居家族に対する訪問介護は、指定訪問介護事業者による訪問介護だけでは必要なサービス見込みを確保
することが困難と市町村長が認めた地域において実施されるものであり、市町村はその運用に際して次に揚
げる点に留意するとともに、当該地域における指定訪問介護の確保に引き続き努めるべきである。
　①　市町村は、同居家族に対する訪問介護を行おうとする訪問介護員等が所属する訪問介護事業所から、居
宅サービス計画の写し等、同居家族に対する訪問介護が認められるための要件が満たされていることを確
認できる書類を届け出させ、これに基づき基準該当居宅サービスとしての実施を認めるものとすること。
　②　市町村は、いったん認めた同居家族に対する訪問介護について、事後的に要件を満たしていないと認め
るときは、保険給付を行わず、叉は既に行った保険給付の返還を求めるものとすること。
　③　市町村は、上記の要件に違反した訪問介護が行われている場合の是正の指導のほか、当該同居家族に対
して行われる居宅サービスとして、当該訪問介護員等による訪問介護のほか、他の居宅サービスが適切に
組み合わされているかどうか等を点検し、状況に応じて必要な助言を当該同居家族及び訪問介護事業者に
対して行うものとすること。
(2) 同居家族に対する訪問介護は、実質的に家族介護者への現金給付となるおそれがあることや、いわゆる密
室の介護となるおそれがあることから、本来好ましいものではないが、少なくとも制度発足時は指定訪問介
護事業者だけでは十分なサービスが確保できない離島や山間のへき地等があることも否定できないので、諮
問案のような要件の下で、そのような地域に所在する市町村を具体的に特定して認めることとするとともに、
法施行後一定の期間に限定すべきであるとの強い意見があった。
(3) 訪問介護員等が同居家族を訪問介護する時間が、当該訪問介護員等の勤務時間の概ね２分の１を超えない
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ものとする要件は、現在行われている家族介護の実態から見て厳し過ぎるので、このような要件は設けるべ
きではないという意見があった一方、専門のサービス事業者として訪問介護を行う以上、また介護の密室化
を防ぐ上でも、身内だけを相手にした場合も保険給付の対象とすることは適当ではないという意見があった｡
２　基準該当短期入所生活介護に係る部分の改正案について
　基準該当短期入所生活介護の実施に際しては、併設されている通所介護事業所等との密接な連携により、短
期入所している要介護者等の心身の状況等に対応する十分な介護体制が、夜間を含め確保されるよう留意され
るべきである。
注：アンダーライン部分が第18回合同部会の審議により答申案に、新たな修正として追加された。
